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財務諸表分析検定試験範囲
（令和 8 年 3 月）

大分類 中分類 小分類（分析手法）
Ⅰ．財務諸表分析の目的 1．投資家および企業経営者の立場からの分析
Ⅱ．財務諸表分析の手法 1．実数分析と比率分析

2．�時系列（趨勢）分析と横断的（企業間比較）
分析

構成比率分析と関係比率分析
成長率（増収率・増益率）
セグメント分析

Ⅲ．収益性の分析 1．貸借対照表と損益計算書を利用する方法
　1）資産利益率
　　　　　

　2）回転率

2．損益計算書を利用する方法

総資産当期純利益率
（総資産利益率・総資本利益率）（ROA）
総資産経常利益率（総資本経常利益率）
使用資産経常利益率
営業資産営業利益率
資産利益率（資本利益率）の分解
総資産回転率（総収益対総資産）
総資本回転率
営業資産回転率（売上高対営業資産）
固定資産回転率（総収益対固定資産）
総収益当期純利益率
売上高純利益率
売上高売上総利益率（売上高総利益率）
売上高売上原価率（売上原価率）
売上高営業利益率
売上高販売費及び一般管理費率
経常収益経常利益率
売上高経常利益率

Ⅳ．安全性の分析 1．貸借対照表を利用する方法
　1）短期の安全性（流動性）

　2）長期の安全性

2．貸借対照表と損益計算書を利用する方法
　　　　―短期の安全性―

3．損益計算書を利用する方法

4．キャッシュ・フロー計算書を利用する方法
5．�損益計算書とキャッシュ・フロー計算書を利用

する方法

6．�貸借対照表とキャッシュ・フロー計算書を利用
する方法

流動比率（銀行家比率）
当座比率（酸性試験比率）
売上債権対仕入債務比率
総資産負債比率
純資産負債比率
負債比率
自己資本比率
純資産固定負債比率　　
固定長期適合率
固定比率
売上債権回転率（売上高対売上債権）
売上債権回転期間
商品回転率
商品回転期間
棚卸資産回転率（売上高対棚卸資産）
棚卸資産回転期間
仕入債務回転率（売上原価対仕入債務）
仕入債務回転期間
総収益支払利息比率
売上高支払利息比率
インタレスト・カバレッジ・レシオ
フリー・キャッシュ・フロー
売上高営業キャッシュ・フロー比率

（営業キャッシュ・フロー対売上高比率）　
当期純利益キャッシュ・フロー比率
流動負債営業キャッシュ・フロー比率　　

（営業キャッシュ・フロー対流動負債比率）
Ⅴ．企業価値の分析 1．財務諸表を利用する方法

2．株価を利用する方法

株主資本当期純利益率（ROE）
自己資本利益率（ROE)
配当性向
配当利回り
株価純資産倍率（ＰＢＲ）
　（含む 1 株当たり純資産（ＢＰＳ））
株価収益率（ＰＥＲ）
　（含む 1 株当たり当期純利益（ＥＰＳ））
株価売上高倍率（ＰＳＲ）
株価キャッシュ・フロー倍率（ＰＣＦＲ）

Ⅵ．分析に基づく短評 ・株式投資家として，当該会社の株式を購入すべきか，保有し続けるべきか。
・企業経営上，当社の経営 ( 財務状況 ) の問題点は何か。どこを改善すべきか。
・財務諸表を与信用に銀行へ提出する際の問題点は何か。
・債権者として，当該会社に投資してよいか。
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財務会計検定試験範囲
この検定試験は，文部科学省高等学校学習指導要領に定める内容によっておこなう。
出題範囲は次のとおりである。ただし，簿記実務検定試験の全ての範囲を含む。

（令和 7 年 3 月）
大分類 中分類 小分類

Ⅰ．財務会計の総論 1．財務会計の基本概念と会計基準 財務諸表の作成と表示の考え方
資産負債アプローチ
収益費用アプローチ
包括利益
包括利益計算書
会計基準の国際的統合

Ⅱ．資産会計（1）
　　金融資産と棚卸資産

1．資産の評価基準

2．有価証券

3．金銭債権

4．デリバティブ取引

5．棚卸資産

原価基準（取得原価主義）
時価基準（時価主義）
現在価値（割引現在価値・割引現価主義）
売買目的有価証券・満期保有目的債券
子会社株式・関連会社株式・その他有価証券
償却原価法（利息法，定額法）
貸倒引当金（貸倒実績率法，キャッシュ・フロー
見積法，財務内容評価法）
先渡取引（先物取引）
オプション取引，スワップ取引
ヘッジ会計（繰延ヘッジ会計，時価ヘッジ）
売価還元法

Ⅲ．資産会計（2）
　　固定資産と繰延資産

1．有形固定資産

2．無形固定資産

3．減損

4．リース取引

5．繰延資産

取得形態別の取得原価の決定
購入・その他の方法⑴一括購入・分割購入⑵自
家建設⑶贈与⑷現物出資⑸交換
投資不動産
減価償却（個別償却（新定率法（200%，250%）），
総合償却）
圧縮記帳（直接減額方式，積立金方式）
ソフトウェア
金融資産・棚卸資産・固定資産の減損，資産の
グルーピング
ファイナンス・リース取引（所有権移転・所有
権移転外）
オペレーティング・リース取引
借手・貸手の会計処理
リース取引開始日に売上高と売上原価を計上す
る方法
売上高を計上せずに利息相当額を各期に配分す
る方法
創立費，開業費，開発費，株式交付費，社債発
行費等

Ⅳ．負債会計 1．負債の意味と評価
2．社債

3．退職給付会計

4．資産除去債務

引当金
発行，利払い，償却原価法（利息法，定額法），
償還（満期償還，抽選償還，買入償還）
退職給付債務・年金資産・退職給付引当金の算定
過去勤務費用，数理計算上の差異
見積りの変更

Ⅴ．純資産会計 1．純資産の分類
2．株主資本の計数の変動
3．新株予約権
4．新株予約権付社債
5．分配可能額の計算
6．株主資本変動計算書の作成

ストック・オプション

のれん等調整額の超過額

Ⅵ．損益会計 1．収益認識に関する会計基準

2．研究開発費

一般的な商品販売
返品権付きの商品販売
重要な金融要素を含む商品販売
保証サービス付きの商品販売
委託販売契約，受託販売，試用販売，未着品売買
その他の商品販売
工事契約（工事進行基準・原価回収基準）

Ⅶ．税効果会計 1．課税所得
2．将来減算一時差異
3．将来加算一時差異
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Ⅷ．外貨換算会計 1．外国通貨・外貨建金銭債権・債務
2．外貨建有価証券
3．為替予約
4．在外支店の換算

独立処理，振当処理

Ⅸ．キャッシュ・フロー計算書 1．表示区分
2．表示方法
3．キャッシュ・フロー計算書の作成

直接法，間接法

Ⅹ．企業結合会計 1．企業結合の形態
2．合併後の財務諸表の作成

合併（合併比率の算定）
株式交換，株式移転

Ⅺ．連結会計 1．連結財務諸表の作成（税効果会計を含む）

2．持分法

子会社の資産・負債の時価評価
評価差額（税効果会計含む）
投資と資本の相殺消去
支配獲得日後の連結
連結開始仕訳
のれんの償却
子会社の当期純利益の計上
未実現利益の消去（税効果会計含む）

（アップストリーム，ダウンストリーム）
債権・債務の相殺消去（税効果会計含む）

（アップストリーム，ダウンストリーム）
段階取得
持分の変動（追加取得，一部売却）
連結精算表の作成
連結貸借対照表・連結損益計算書・連結包括利
益計算書・連結株主資本変動計算書・連結キャッ
シュ・フロー計算書の作成
投資差額の償却
被投資会社の当期純利益の計上・剰余金の配当
商品売買の処理（アップストリーム，ダウンス
トリーム）
固定資産の売却の処理（アップストリーム，ダ
ウンストリーム）

Ⅻ．監査と職業会計人 1．会計責任と監査の概要

2．職業会計人の職務

監査の仕組み
財務諸表監査の目的とリスク・アプローチ
監査のプロセスと手続き，監査意見と監査報告書
監査の品質管理
職業会計人の社会的役割と倫理
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管理会計検定試験範囲
（令和 7 年 3 月）

大分類 中分類 小分類
Ⅰ．管理会計と経営管理 1．管理会計の目的

2．管理会計と原価計算の関係

財務会計と管理会計
経営管理の重要性
管理会計と原価計算
原価計算制度と特殊原価調査
変動費と固定費
管理可能費と管理不能費

Ⅱ．短期利益計画 1．原価予測の方法

2．損益分岐分析と感度分析

3．利益の最大化

費目別精査法
高低点法
スキャッター・チャート法
最小自乗法
損益分岐点売上高（販売量）
目標営業利益を達成する売上高
損益分岐点比率と安全余裕率
経営レバレッジ係数
感度分析
最適セールス・ミックス
線形計画法

Ⅲ．業績測定 1．企業の組織構造
2．業績測定の方法

企業の組織形態
責任会計と責任センター
事業部制の損益計算書
資本コストと加重平均資本コスト
投下資本利益率と残余利益

Ⅳ．予算編成と予算統制 1．企業予算の編成

2．予算統制の方法

予算編成と予算統制
企業予算の種類
損益予算と財務予算の編成
予定損益計算書と予定貸借対照表
全部実際原価計算における差異分析
直接実際原価計算における差異分析

Ⅴ．コスト・マネジメント 1．標準原価計算

2．直接標準原価計算

3．目標原価計算
4．活動基準原価計算

5．品質原価計算

仕損や減損が発生する場合の標準原価計算
原料配合差異と原料歩留差異
労働歩留差異と労働能率差異
労働ミックス差異と労働能率差異
直接標準原価計算の差異分析
直接標準原価計算の損益計算書
原価企画，原価維持，原価改善
活動基準原価計算の方法
活動基準原価管理
品質原価の分類
品質原価報告書

Ⅵ．経営意思決定 1．経営意思決定の概要

2．業務的意思決定

3．構造的意思決定

経営意思決定の分類とプロセス
関連収益と関連原価
差額収益と差額原価
機会原価
無関連収益と無関連原価
内製か購入かの意思決定
特別注文を引受けるか否かの意思決定
追加加工か販売かの意思決定
割引計算と現価係数，年金現価係数
原価比較法
回収期間法
会計的投資利益率法
正味現在価値法
内部利益率法
増分キャッシュ・フローと会計上の純利益
タックス・シールド
取替投資
拡張投資

※原価計算の内容はすべて試験範囲に含めるものとします。
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